
  令和２年２月 徳島県阿波市 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４次阿波市 

行財政改革大綱 



 

目  次 

 

 

Ⅰ これまでの取組 ................................................................................................................................ 1 

Ⅱ 行財政改革の必要性 ...................................................................................................................... 1 

Ⅲ 行財政改革の目標 ........................................................................................................................... 2 

Ⅳ 行財政改革の基本方針 ................................................................................................................ 2 

1 市民主体の市政の推進 ............................................................................................................. 2 

2 持続可能な財政基盤の確立 ............................................................................................. 2 

3 効率・効果的な行政システムの構築 .............................................................................. 3 

Ⅴ 基本方針に対する具体的施策 ............................................................................................ 3 

1 市民主体の市政の推進 ....................................................................................................... 3 

2 持続可能な財政基盤の確立 ............................................................................................. 4 

3 効率・効果的な行政システムの構築 ......................................................................... 5 

Ⅵ 行財政改革の進め方 ............................................................................................................... 6 

1 行財政改革の推進体制 ....................................................................................................... 6 

2 大綱の計画期間 ...................................................................................................................... 6 

3 実施及び進行管理 ................................................................................................................. 6 

Ⅶ 推進体制のイメージ ............................................................................................................... 7 

  



 

1 

 

 

 本市では、平成１８年３月の「阿波市行財政改革大綱」及び「阿波市集中改革プ

ラン」を策定以降、平成２２年３月に第２次阿波市行財政改革大綱、平成２７年２

月に第３次阿波市行財政改革大綱を作成し、社会経済情勢の変化に対応しながら、

改定を行ってきました。 

 この行財政改革への取組では、数値目標を設定し、職員数の適正化、組織及び事

務事業の見直し、未利用財産の売払い等行政全般にわたる改革を断行するととも

に、持続可能な財政基盤の構築を図ってきました。 

 その結果、第１次集中改革プランの財政効果額は約４０億円で、これまでの財政

効果額を集計すると約６０億円にも及び、財政基盤の強化に大きな成果を上げてき

ました。 

 

 

 

 本市の平成３０年度末の人口は、３万７，０００人余りで、年々減少傾向にあ

り、国立社会保障・人口問題研究所によりますと、令和１2年度（2030年度）の推

計では、３万人程度と推計され、高齢化はますます進行します。このような人口構

成の変化のため、生産年齢人口が減少し、ひいては経済全体の規模を縮小させ、長

期的には、市税収入の減少や社会保障費の増大など、行政サービスの持続可能性が

危ぶまれる事態を引き起こしかねません。 

 

 その一方で、人口増加に伴い整備してきた学校、道路、集会施設等の様々な公共

施設の老朽化が進み、更新等の必要性が高まりつつあります。また、今後３０年以

内に７０～８０パーセントの割合で発生するとされている南海トラフ地震や、百年

に一度といわれるような災害が毎年のように発生するなど風水害の頻発や局地化・

激甚化に対応することが求められています。 

 

 さらに、地方創生の進展や社会経済情勢の変化による新たな行政課題、多様化・

複雑化する市民ニーズに対して、質の高いきめ細やかな行政サービスを提供できる

行政組織を目指すため、徹底した行財政改革を行う必要があります。 

  

Ⅰ これまでの取組 

Ⅱ 行財政改革の必要性 



 

2 

 

Ⅲ 行財政改革の目標 

 

 本計画は、社会情勢の変化や多様化する行政需要に適切に対応し、将来にわたっ

て持続的に発展し続ける市政を実現するため、総合計画や各種計画との整合性を保

ちながら、「未来」への投資を行うことができる持続可能な財政基盤を構築しま

す。また、行政の「質」の向上を図り、市民、地域、行政等が主体性をもって課題

解決に取り組める効率的な行財政システムの構築を図ります。 

 

 

Ⅳ 行財政改革の基本方針 

 

 本市ではこれまで、３次にわたる行財政改革大綱を策定し、不断の努力を重ねて

まいりました。今後においても、社会情勢の変化に加え、新たな行政需要などに積

極的に応え、安定した行政サービスを提供するには、経営的視点を取り入れた行政

運営が重要となっていることから、以下のような基本方針で行財政改革に取り組み

ます。 

 

１ 市民主体の市政の推進 

 地域における様々な課題を解決するため、市民、自治会、まちづくり団体などと

連携し、互いの役割を認識しながら協働することで、より良い地域づくりと市民主

体の行政の実現を図ります。 

 

 (1) 情報公開・情報提供の推進と透明性の向上 

 (2) 市民参画・市民との協働体制の確立 

 

２ 持続可能な財政基盤の確立 

 少子高齢化や人口減少による税収減、合併特例により増額された普通交付税の縮

減、合併特例債の活用期間の終了など歳入額が見込まれる一方で、社会保障費や老

朽化した公共施設の更新・維持管理経費の増大などにより、市財政は厳しい状況が

続く見込みであるため、徹底した歳入確保と経費削減に努め、持続可能な財政基盤

を確立します。 

 

 (1) 事務事業の見直し 

 (2) 統一的な基準による地方公会計の活用 

 (3) 公共施設マネジメントの推進 

 (4) 民間活力の導入 

 (5) 適正負担と財源確保 

 (6) 魅力的で活力ある産業振興の確立 

 (7) 特別会計・企業会計の経営健全化 
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３ 効率・効果的な行政システムの構築 

 市民ニーズに対応した施策を推進するため、行政事務の効率化、適正化を進める

とともに、限られた財源を「選択と集中」という観点をもとに事業や施策に的確に

配分し、効率・効果的な行政システムを構築します。 

 

 (1) 職員能力と資質の向上 

 (2) 簡素で効率的な組織機構の構築 

 (3) 定員管理の適正化 

 (4) 給与管理の適正化 

 (5) 電子自治体の構築 

 (6) 危機管理体制の充実 

 (7) 環境にやさしいまちづくりの推進 

 (8) 市民が利用しやすいサービスの提供 

 (9) 外郭団体等の見直し 

 

 

Ⅴ 基本方針に対する具体的施策 

 

１ 市民主体の市政の推進 

 (1) 情報公開・情報提供の推進と透明性の向上 

  公平・公正で市民に開かれた市政を確立し、市民と行政との信頼関係を構築す

るため、個人情報の保護に配慮しながら、適正な情報公開制度を進めます。ま

た、広報紙やホームページ等での行政情報の積極的な提供により市政運営の透明

性を図るとともに、公聴機能の充実により市民の意見や提言を市政運営に反映さ

せていきます。 

 

 (2) 市民参画・市民との協働体制の確立 

  多様化する市民ニーズに応えるためには、「市民参画」と「市民との協働」が

欠かせません。「市民参画」については、市民に広く開かれた分かりやすい参画

の機会や手続を整えます。また、「市民との協働」については、これまで地域の

つながりを土台として形づくられたコミュニティに加え、ＮＰＯ、ボランティア

などの特定のテーマに取り組む活動団体と市との連携・協力体制の充実を図り、

市民参画・協働体制の確立に向けた取組を支援していきます。 

 

２ 持続可能な財政基盤の確立 

 (1) 事務事業の見直し 

  市民の多様化・高度化する行政需要や新たな行政課題に的確に対応していくた

め、事務事業の点検や見直しを行うとともに、中・長期的な視点に立ち、財政収

支の均衡に留意しながら、計画的で健全な財政運営を目指します。 
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 (２) 統一的な基準による地方公会計の活用 

  統一基準での財務書類から得られる情報を、資産・債務管理、予算編成、行政

評価等に有効に活用し、行政課題の解決や財政の効率化・適正化を図ります。 

 

 (3) 公共施設マネジメントの推進 

  阿波市公共施設等総合管理計画において、昭和５６年の新耐震基準以前に建設

された公共施設は全体の過半数を占め、今後、大規模改修や建替えの時期を迎え

ることになります。 

  今後の人口の推移や財政状況を踏まえ、公共施設の総量や配置の最適化や長寿

命化に計画的に取り組んでいきます。 

 

 (４) 民間活力の導入 

  現在の業務において、民間委託、指定管理者制度の導入や民間移管が可能であ

るか再検討し、民間の技術力・専門性を活用したほうが、効果的・効率的に目標

を達成できるものについては、積極的に民間活力の導入を図ります。 

 

 (５) 適正負担と財源確保 

  受益と負担の公平性を確保するため、各種使用料、手数料及び負担金などの適

正化に取り組みます。また、市税等の収納率の向上、未利用財産の活用や処分等

により自主財源の確保を図ります。 

 

 (6) 魅力的で活力ある産業振興の確立 

  担い手の育成、農業団体への支援を行うとともに、地産地消の取組、農産物の

ブランド化や6次産業化を進め、生産販売体制の確立・強化により農業経営の活性

化を図ります。また、企業誘致の推進や中小企業者への支援を行うとともに、魅

力ある地域資源を活かした広域的な観光の振興を図るなど、分野を超えた横断的

な交流・連携を図ることで、魅力的で活力ある産業振興の確立を目指します。 

 

 (7) 特別会計・企業会計の経営健全化 

  特別会計・企業会計では、原則として独立採算制度を採っており、各会計内で

収支の均衡を図るよう、適正な料金水準、収入の確保などに努めるとともに、経

費の節減を図りながら、更なる経営健全化に向けた事業運営を推進します。 

 

３ 効率・効果的な行政システムの構築 

 (1) 職員能力と資質の向上 

  地方分権の進展等により、自治体における自己決定の範囲が拡大していること

から、政策形成能力や創造的能力、法務能力等が求められており、喫緊の課題に

対応できる人材を育成するとともに、職員の意識改革の推進を図ります。 
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 (2) 簡素で効率的な組織機構の構築  社会経済情勢が大きく変化する中、新た

な行政課題や市民の多様なニーズに的確に対応していくため、既存のあり方にと

らわれることなく組織を見直し、簡素で効率的な組織体制の確立と機能強化を図

ります。 

 

 (3) 定員管理の適正化 

  今後さらに進行する少子高齢化と人口減少を見据え、長期的な視野に立った適

正な職員数を目指すとともに、会計年度任用職員や再任用職員の活用を行い、定

員の抑制に努めます。 

 

 (4) 給与管理の適正化 

  職員の給与制度については、国や他の地方公共団体の状況を踏まえつつ、公

平・公正で、住民の理解が得られるよう給与の適正化を図ります。諸手当につい

ても総合的な精査を行い、制度の趣旨に合致しないものについては、抜本的な見

直しを図ります。 

 

 (5) 電子自治体の構築 

  ICT(情報通信技術)を活用することで、行政手続の簡素化・迅速化、利便性の向

上等を一層推進するとともに、ＡＩ、ＲＰＡ等の導入を検討し、行政事務の効率

化や市民の利便性向上を図ります。 

 

 (6) 危機管理体制の充実 

  複雑・多様化する自然災害や不測の事態から、市民の生命・身体及び財産を保

護し、又は被害を最小限に止められるよう、迅速かつ的確に対処できる体制の充

実・強化を図ります。 

 

 (7) 環境にやさしいまちづくりの推進 

  豊かな自然環境を将来に引き継ぐため、市民、事業者、行政が高い意識を持っ

て環境に配慮した活動を心がけ、循環型社会の形成につながる環境にやさしいま

ちづくりの実現を目指します。 

 

 (8) 市民が利用しやすいサービスの提供 

  便利で快適な窓口サービスが受けられるよう、利用者の視点に立った満足度の

高い窓口サービスの充実を図ります。 

 

 (9) 外郭団体等の見直し 

  市が財政的・人的に支援を行っている外郭団体については、社会経済情勢の変

化等を踏まえつつ、業務内容、活動の実態、運営状況等についての検討を行い、

業務執行の効率化や管理運営の改善を図るとともに、効率的な運営を推進しま

す。 
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Ⅵ 行財政改革の進め方 

 

１ 行財政改革の推進体制 

計画の推進については、市長を本部長とする阿波市行財政改革推進本部が中心と

なって、全庁体制で取り組みます。 

 

○阿波市行財政改革推進本部 

全庁的に改革を推進していくための中心組織として、市長を本部長とする阿

波市行財政改革推進本部を設置します。 

 

○阿波市行財政改革推進委員会 

市民・学識経験者からなる外部委員で構成され、行財政改革計画の策定やそ

の進捗状況について、市民、民間の立場から提言・評価を行います。 

 

２ 大綱の計画期間 

計画期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 

 

３ 実施及び進行管理 

行財政改革の実施にあたっては、市民に分かりやすく実効性の高いものになるよ

う「行財政改革推進プラン」を策定し、取組項目ごとに目標値や成果を定めます。 

また、「行財政改革推進プラン」の進捗状況を「阿波市行財政改革推進委員会」

に定期的に報告し、意見を求めるとともに、広報紙やホームページ等を利用して、

市民に対して広く公表します。 
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Ⅶ 推進体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・行財政改革推進プランの実施状況の公表に対する意見・提案 

・意見・提案は、阿波市行財政改革推進委員会に反映する。 

市  民 

公表 

意見・提案 

・各部各課において行財政改革の推進 

・調査・検討を行う。 

職  員 

推進プラン 

進捗状況報告 

評価 

意見 

助言 

調査 

検討 

報告 

指示 

・市長を本部長とし副市長・ 

 教育長・部長職等で構成 

・行財政改革大綱及び行財政改革 

推進プランの審議・策定 

・市民に対して行財政改革推進 

 プランの進捗状況の公表 

・行財政改革推進プランの推進に 

 関する総合調整 

・進捗状況の把握、実施の指示 

阿波市行財政改革推進本部 

・市民・学識経験者等の委員で 

 構成 

・行財政改革に関する審議、助言 

・行財政改革推進プランの進捗状

況に対して評価・意見・助言 

阿波市行財政改革推進委員会 


